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明治　4年（1871年） 文部省設置

明治　5年（1872年） 学制を発布

昭和22年（1947年） 教育基本法、学校教育法施行

昭和24年（1949年） 科学技術行政協議会設置

昭和25年（1950年） 文化財保護法施行　文化財保護委員会設置（文部省の外局）

昭和31年（1956年） 科学技術庁設置（総理府の外局）

昭和34年（1959年） 科学技術会議設置

昭和36年（1961年） スポーツ振興法施行

昭和39年（1964年） 東京オリンピック開催

昭和43年（1968年） 文化庁設置（文化財保護委員会と文部省文化局が統合）

昭和47年（1972年） 札幌オリンピック開催

昭和59年（1984年） 臨時教育審議会設置（〜昭和62年）

平成   7年（1995年） 科学技術基本法施行

平成  8年（1996年） 科学技術基本計画策定（第1期）（〜平成12年度）

平成10年（1998年） 長野オリンピック開催

平成12年（2000年） スポーツ振興基本計画策定（〜平成23年度）

文部科学省の

生涯学習政策局 初等中等教育局 科学技術・学術政策局

国際統括官

文部科学審議官（２名）

大臣官房

人事課 政策課 初等中等教育企画課 高等教育企画課 政策課

私学行政課

総務課 生涯学習推進課 財務課 大学振興課 企画評価課

私学助成課

施設企画課

会計課 情報教育課 教育課程課 専門教育課 人材政策課

参事官（学校法人担当）

施設助成課

政策課 社会教育課

青少年教育課

児童生徒課 医学教育課 研究開発基盤課

計画課

国際課

男女共同参画学習課

幼児教育課 学生・留学生課 産業連携・地域支援課

参事官
（連携推進・地域政策担当）

特別支援教育課 国立大学法人支援課

国際教育課

教科書課

健康教育・食育課

教職員課

参事官
（学校運営支援担当）

参事官（技術担当）

文教施設企画部

高等教育局

私学部

文部科学大臣

副大臣（２名）
大臣政務官（２名）

事務次官

研究振興局 研究開発局

スポーツ庁長官

振興企画課 開発企画課

政策課

国立教育
政策研究所

日本学士院

基礎研究振興課 地震・防災研究課

健康スポーツ課

科学技術・学術
政策研究所

地震調査研究
推進本部

日本ユネスコ
国内委員会

学術機関課 海洋地球課

競技スポーツ課

学術研究助成課 環境エネルギー課

国際課

ライフサイエンス課

参事官（情報担当）

参事官（ナノテクノロ
ジー・物質・材料担当）

宇宙開発利用課

原子力課

参事官
（原子力損害賠償担当）

オリンピック・
パラリンピック課

参事官
（地域振興担当）

参事官
（民間スポーツ担当）

（平成28年9月1日現在）

施設等機関

特別の機関

長官官房

文化部

文化財部

文化庁長官

特別の機関

日本芸術院

平成13年（2001年）

文部科学省発足（中央省庁再編で文部省と科学技術庁が統合）

文化芸術振興基本法施行

科学技術基本計画策定（第2期）（〜平成17年度）

平成14年（2002年）
文化芸術の振興に関する基本的な方針（第1次）策定（〜平成18年度）

完全学校週5日制実施

平成18年（2006年）
科学技術基本計画策定（第3期）（〜平成22年度）

教育基本法改正、施行

平成19年（2007年） 文化芸術の振興に関する基本的な方針（第2次）策定（〜平成22年度）

平成20年（2008年） 教育振興基本計画策定（第1期）（〜平成24年度）

平成23年（2011年）

文化芸術の振興に関する基本的な方針（第3次）策定（〜平成27年度）

科学技術基本計画策定（第4期）（〜平成27年度）

スポーツ基本法施行

平成24年（2012年） スポーツ基本計画策定

平成25年（2013年） 教育振興基本計画策定（第2期）（〜平成29年度）

平成27年（2015年）
文化芸術の振興に関する基本的な方針（第4次）策定（〜平成32年度）

スポーツ庁設置（文部科学省の外局）

平成28年（2016年） 科学技術基本計画策定（第5期）（〜平成32年度）

政策課

芸術文化課

伝統文化課

著作権課

国語課

美術学芸課

国際課

宗務課

記念物課

参事官
（建造物担当）


